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概　要
緊急地震速報の開発と効用
　2007 年 10 月、気象庁が一般運用に踏み切った「緊急地震速報」は、地震学の成果が
直接、生活に役立てられた実例として好評を博している。「緊急地震速報」（以下、「速報」）
とは、全国に配備した地震観測網を利して、震源に最寄りの観測点で即時解析された地
震情報から各地の震度を推定し、それらの地点に大きな揺れが到着する前に警報を送ろ
うとするものである。2010年 3月までの2年半の間にテレビ等を通じて報道された「速報」
は 14 回を数え、誤発信、予測震度誤差などによる多少の齟齬はあったものの、その性能
はほぼ想定の範囲内に収まった。しかしながら、「速報」が生み出す猶予時間は実用上ぎ
りぎりの範囲にあり、その現実的な効果がいかに発揮されるかは、今後の課題として残
されたままである。
　「速報」は、予測される震度の大きさによって「予報」と「警報」の 2種類に区分される。
前者は各分野の専門家向け、後者は一般向けとその配信先が区別され、両者における「速
報」の利用形態は全く異なる。さらに、「速報」には、震度が大きいほど猶予時間が短く
なるという逆進性があり、震源の近い内陸直下型地震の場合は震度 6 弱以上の揺れに対
して「速報」はほぼ間に合わない。実際に起きたM7.2 地震の際の状況を図に示すが、もっ
とも内側の円内では強い揺れに対して「速報」は間に合っていないという実態が読み取
れる。一方、海溝型地震の場合は 10 秒を超える猶予時間が生まれる可能性があり、特に
海底地震観測網の整備が進む次期東南海・南海地震に対しては、有効な減災効果が期待
できる。
　このように「速報」の性格と効用には、利用者側の状況によって、また発震状況によっ
て大きな差異が存在する。2 年半の実績ではまだ「速報」の本領が発揮されるべき場面
が出現していない。今後の経験を重ねていく中で、それぞれの場における利用者が、「速
報」の性格と限界を弁えた上で、もっとも効果的な利用方法を学習していく必要がある。
2008 年岩手・宮城内陸地震（M7.2）の際の「速報」
の実例（気象庁7）
緊急地震速報（予報）の
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1   はじめに
科学技術動向研究
緊急地震速報の開発と効用
松村　正三
客員研究官
　地震の揺れは、雷鳴と似ている。
夜空に映える稲光を見た人は、続
いて起きる雷鳴を予期して心の中
で身構える。この猶予時間は、光
と音の速度差によって生じたもの
である。地震の場合は、Ｐ波（Primary 
wave）とＳ波（Secondary wave：一
般にＰ波よりも振幅が大きく、近
い地震では、最大揺れ（主要動）は
Ｓ波到着直後に来ることが多い）の
波速の差が猶予時間を生みだすこ
とになり、前触れとしてのＰ波を
感知した時点で主要動を迎える準
備をスタートすることができる。
さらに、地震計を震源近傍に置い
ておけば、ここで感知したＰ波情
報を解析することで、離れた場所
ではＰ波の到着前に警報を出すこ
とも可能となる。
　揺れの事前警報がうまくいけば、
建物の倒壊等による死傷者を減ら
すことができるかもしれない。そ
れほどの揺れでない場合でも機械
を自動停止することで経済損失を
軽減できるかもしれない。さらに、
関連するシステム開発は新たなビ
ジネスチャンスを創出するかもし
れない。このようにさまざまな期
待を担った地震動の直前警報は、
アイデア自体は昔からあったもの
であるが、これを現実のものとす
るためには、観測網、解析システム、
通信システムの 3 つが適切な形で
出揃うことが必須要件であった。
そして、1995 年の阪神・淡路大震
災をきっかけとして我が国の地震
観測・研究の基盤が一新された結
果、このアイデアが具現化される
下地が整った。
　2007 年 10 月、気象庁はそれま
で進めてきた研究開発の成果に基
づいて、上記アイデアの実用化、
すなわち「緊急地震速報」（以下で
は「速報」）の一般運用に踏み切っ
た 1）。その後、2010 年 3 月までの
2 年半の間にテレビ等を通じて報
道された「速報」は 14 回を数え、「速
報」の存在は広く世間に知れ渡り、
定着することとなった（ただしこれ
は「速報」の内、後述する「警報」に
該当するものである）。この間、誤
発信、予測震度誤差などによる多
少の齟齬はあったものの、その性
能はほぼ想定の範囲内に収まり、
「速報」は、地震学の成果が直接、
生活に役立てられた実例としてマ
スコミからも好評を博している。
しかしながら、「速報」が生み出す
猶予時間は、実用上ぎりぎりのき
わどい範囲にあり、その現実的な
効用がいかに発揮されるかは、今
後の課題として残されたままであ
る。
　「速報」の実用化は技術開発とし
ての側面からも注目を浴び、「科学
技術動向」誌でもこれまで 3 度にわ
たってその内容が紹介されてき
た 2 ～ 4）。また、「速報」の仕組み 5）、
その利用心得 6）などについては、
気象庁のホームページ 7）に詳しく
解説されているので、そちらを参
照されたい。本稿では、「速報」の
仕組み、開発の経緯、運用の実態
などを概説するかたわら、実際上
の問題点として、震度が大きいほ
ど猶予時間が短くなるという「逆進
性」を取り上げ、筆者の所見を混じ
えつつ「速報」の限界を見据えた議
論を展開したい。
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2   「速報」の内容と位置づけ
2─1
「速報」の仕組み
　「速報」の原理は、図表 1 のよう
に、全国に張り巡らせた地震観測
網の中で震源に最寄りの観測点に
到着したＰ波を使って震源情報（位
置とマグニチュード）を推測し、こ
の推測に基づいて各地の揺れを算
出し、その結果を主要動の到着前
に通知する、というものである。
主要動は通常、Ｓ波の直後に来る
場合が多いので、Ｓ波の到着前を
「速報」発信の目標としている。気
象庁では、最寄り観測点 1 個の情
報だけからでも震源の位置および
マグニチュードを推測できる方法
を開発しており、これから得た結
果を第 1 報としている。ただし、
第 1 報にはかなりの不確定要素が
あるので、2 番目以降の観測点に
到着する地震波をも使って第 2 報、
第 3 報を発信する。
　このように原理は単純明快であ
るが、実際の状況はなかなか厳し
いことを具体例で示そう。全国に
配備された観測点は、気象庁の多
機能型地震計約 200 点と（独）防災科
学技術研究所の高感度地震計（Hi―
net）約 800 点をあわせて合計約
1000 点である。これらの平均間隔
は約 20km となるので、内陸直下
型地震の場合、最寄り観測点まで
の平均水平距離は約 10km となり、
これを代表値とする。震源の深さ
を 10km と想定すると、最寄り観
測点までの震源距離は約 14km で
ある。図表 2 では、「速報」を受信
する地点を、観測点の後方、震源
距離30kmと設定してタイムチャー
トを描いた。地震波速度は深さに
よって異なるが、深度 10km にお
けるＰ波速度 6km/ 秒、Ｓ波速度
3.5km/ 秒を用い、さらに浅層部通
過時の遅延 8）を加味して概算した。
最寄り観測点には地震発生から数
えて 3.0 秒でＰ波が到着する。現
状では第 1 報発信までに平均 5.5
秒かかっているので、これが対象
地点に届くのは 8.5 秒後となる。
同じ地点にＳ波が到着するのは、
10.7 秒後なので、この場合、「速報」
はかろうじて間に合うことになる
が、現実には、伝達のための遅延
も加わるので、図表 2 のケース、
すなわち震源から半径 30km 以内
では、実質的に間に合わないと見
なければならない。阪神・淡路大
震災（M7.3）の折に出現した「震災
の帯」注）は、ほぼこの 30km 圏内と
一致し、仮にこの当時「速報」があっ
たとしても、残念ながら間に合っ
ていなかったことになる。こうし
た事情から、気象庁では、“震源に
近いところでは、速報の発表が強
い揺れの到達に間に合わない”との
但し書きを付けている。勿論、距
離が遠くなれば猶予時間は延びて
ゆき、この試算でも 10km 遠ざか
るとともに猶予時間は約 3 秒ずつ
増加する計算となる。なお、図表
2 の場合でも、Ｐ波が対象地点に
到着するのは 5.7 秒後なので、前
触れとしてのＰ波の揺れは「速報」
が届く前にすでに始まっている。
したがって、後述する地震動感知
制御システムがＰ波で作動する場
合には、Ｓ波到着まで 5 秒程度の
図表 1　緊急地震速報の原理
科学技術動向研究センターにて作成
図表 2　地震波および緊急地震速報発信のタイムチャート（震源距離 30kmの場合）
科学技術動向研究センターにて作成
注：「震災の帯」･･･阪神・淡路大震災で出現した神戸市街地に沿う帯状の被害集中域のことを指す。断層と堆積盆地
が織り成す独特の地下構造によって揺れが増幅されたと考えられている。
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猶予時間を確保することができる。
2─2
「速報」の位置づけ
　現在、我が国の公的機関が発信
する地震関連情報には、①地震動
予測、②地震予知（現在、対象は東
海地震のみ）、③緊急地震速報、④
地震情報、の 4 種類がある（図表 3）。
項目の並びは地震発生からみた時
間の順で、①、②は地震発生前、③、
④は発生後の情報である。③の「速
報」は、一般的な地震予知が不可能
であるという現状を前提とした保
障措置であるとも言えるが、同時
に、地震発生に伴う被害状況把握
を目的とした④地震情報の先行情
報と見ることもできる。
2─3
「速報」の区分
　図表 3 でも示したように、「速報」
には、「地震動予報（以下、予報）」
と「地震動警報（以下、警報）」の 2
種類がある。この区分は厳密に定
義されているが、簡単に言えば、
境目は震度 5 弱以上の揺れが予測
されるか否かであり、これ未満で
は「予報」のみが、これを超えると
「予報」に加えて「警報」が発信され
る。「予報」は、（財）気象業務支援セ
ンターを介して専用端末を有する
専門ユーザーに向けて発信される。
「警報」は、テレビ・ラジオ・携帯
電話・防災無線を通じ、震度 4 以
上の揺れが予測される地域の住民
に向けて報道される。前者は 2006
年 8 月から、後者は 2007 年 10 月
から運用が始まった。
図表 3　公的機関が発信する地震関連情報
科学技術動向研究センターにて作成
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3   「速報」開発の背景と経緯
3─1
地震動感知制御
　地震発生後いちはやく地震動を
感知してシステムの自動停止など
を制御しようというアイデアは、
「速報」以前からすでにいくつかの
システムで採用されてきた。例え
ば、どこの家庭にもあるマイコン
メーターでは、ガスメーター内に
地震動感知器が取り付けられ、一
定の揺れを感知した時点でガス供
給が自動遮断される。1980 年代に
東京ガス（株）が導入して以来、今で
は、プロパンガス会社を含めた全
国のガス供給会社が標準装備とし
て提供している。
　原子力発電所では、炉心地下に
埋設した地震計が強震動（200 ガル
前後）を感知した場合に原子炉を自
動停止する、というシステムを取
り入れている。最近では、2003 年
三陸南地震（M7.1）により女川発電
所が、2007 年中越沖地震（M6.8）に
より柏崎・刈羽発電所が、2009 年
駿河湾の地震（M6.5）により浜岡発
電所が緊急停止した実例がある。
いずれも自動停止システムは想定
どおりの機能を発揮した。ただし、
停止のための制御棒の挿入は強い
揺れの最中に行われたことを意識
緊急地震速報の開発と効用
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しておく必要がある。
　日常生活で利用する機会の多い
エレベーターにも、地震動感知に
よる最寄り階自動停止機能が組み
込まれている。しかし現実には、
地震時に停止し、かつ扉が開かな
いまま長時間エレベーター内に閉
じ込められるという事故が絶えな
い。
　以上、代表的な 3 例を挙げたが、
このほかにもさまざまな場面で独
自の制御機構が取り入れられてい
るはずである。感知する地震動の
レベルを低く設定している場合に
はＰ波で制御がスタートし、主要
動到達前にシステムを停止するこ
とも可能となる。これは、「速報」
の機能と類似しているが、「速報」
には、うまくいけばＰ波にも先ん
じて対処措置を始動できるという
優位性がある。
3─2
先行事例：ユレダス・
システムの開発と実績
　ユレダス・システムは、ＪＲ新
幹線沿線に配備された地震観測点
からの情報に基づいて、地震時に
列車を緊急停止させるためのシス
テムであり、「速報」の考え方を具
現化した世界でも初めてのシステ
ムと言える。その開発は 1980 年代
に遡るが、2004 年 10 月 23 日中越
地震（M6.8）で最初の試練に遭遇し
た。開発者の中村豊によると 9、10）、
震央から水平距離で 10 数 km 離れ
た場所を走行していた上越新幹線
「とき 325 号」は、主要動到着 2.5 秒
前に緊急停止信号を受け 1600m を
走行して停止、結果的に脱線はし
たものの死傷者を出す惨事には至
らなかった。初速 195km/ 時から
2.5 秒間で減速できた分は 8km/ 時
程度と推測される。僅かな減速で
あるが、高速走行ではその効果が
無視できない。いずれにせよ、「速
報」の考え方が現実の場で効を奏し
た世界で初めての事例と言うこと
ができる。
3─3
「速報」開発への過程
　阪神・淡路大震災をきっかけと
して組織された文部科学省地震調
査研究推進本部（以下、「推本」）は、
地震対策に関わる研究開発の指針
として「地震に関する観測、測量、
調査及び研究の推進についての総
合的かつ基本的な施策」（1999 年 4
月 23 日）11）を策定した。この中で
掲げられた 4 つの基本施策のひと
つに「リアルタイムによる地震情報
の伝達の推進」が謳われており、「速
報」の開発はこの施策の下で推進さ
れた。ただし、この施策における「リ
アルタイム地震情報」の概念は、「速
報」よりもむしろ発災時の状況把握
に重点が置かれていた。この当時、
カリフォルニア工科大学の金森博
雄によって「リアルタイム地震学」
というキーワードが提唱されてお
り、これは、すでに起きてしまっ
た地震の実態をすばやく分析し、
被害の程度や広がりをリアルタイ
ムで把握することで現実に即応し
た災害対策に役立てるという目的
をもった研究を指す。上記施策で
「リアルタイム」というキーワード
が採り入れられた背景には、阪神・
淡路大震災で実際の状況把握に遅
れがあったという深刻な反省があ
り、これが推本立ち上げのそもそ
もの動機でもあった。その意味で、
「速報」の開発は、施策策定の当初
時点ではむしろ二義的な位置づけ
にあったと考えられる。しかし、
全国に展開された基盤観測網の充
実とともに「リアルタイム研究開
発」の軸足は全体的に「速報」の実用
化へと移っていった。
　こうした流れと併行して、気象
庁では、気象審議会第21号答申（2000
年 5 月）に応えるべく全国 200 箇所
の多機能型地震計網をベースにし
た「ナウキャスト地震情報」の開発
が進められていた。また、（独）防災
科学技術研究所では、800 箇所の
Hi―net 観測網をベースにした「リ
アルタイム地震情報」の開発が進め
られていた。双方ともに、地震発
生情報をいちはやく発信するとい
う「速報」の趣旨を目的とするプロ
ジェクトであり、これらが独立に
推進されていたわけである。その
後、それぞれの開発が一段落した
時点で両プロジェクトは統合され、
新たに「高度即時的地震情報伝達網
実 用 化 プ ロ ジ ェ ク ト 」（2003 ～
2007 年度）12）が設立され、ここか
ら「緊急地震速報」が生み出される
こととなった。このプロジェクト
では、「速報」の手法開発のみなら
ず、その利活用が新たな研究分野
として取り組まれた。
3─4
海外の動向
　「速報」と同様の地震動直前警報
システムの研究・開発・運用は、
米国、メキシコ、台湾、ルーマニア、
トルコなどの諸外国においても進
められている。米国では 13）、リア
ルタイム地震学を提唱した金森博
雄らが、地震動直前警報の可能性
について言及し、その普及を呼び
かけているが、運用までには至っ
ていない。
　後述するように、「速報」と同様
のシステムは、内陸直下型地震よ
りも海溝型地震に対して効果が高
いという特徴から、日本と同じく
プレート沈み込み帯に位置するメ
キシコや台湾において特に注目を
浴びている。メキシコでは 14）、
1985 年に起きたミショアカン地震
（M8.0）の教訓に端を発し、CIRES 
（centro de instrumentacion y regis-
tro sismico：地震観測センター）15）
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が 、 S A S  （ S I S T E M A  D E 
ALERTA DE LA CIUDAD DE 
MEXICO） と呼ばれる地震動直前
警報システムの運用を 1991 年に開
始した。このシステムは、太平洋
沿いに起きる海溝型地震の発生を、
約 300km 離れたメキシコシティに
いちはやく通知するという役割を
担ってきた。1991 年 8 月から 4 年
間の運用で 292 回の警報が出され
ており、1995 年 9 月に起きた M7.3
の地震に際しては、主要動の 72 秒
前に通知がなされた。台湾でも 16）、
同様の目的をもつシステム VSN 
（Virtual Subnetwork）が運用され、
約 150km 離れた都市に 20 秒以上
の猶予時間をもって警報が届けら
れる。このシステムは 2000 年 12
月からの 1 年半の間に 54 個の地震
に対して警報を発したという実績
を持つ。
　ルーマニアでは 17）、ブカレスト
近郊で 150km の深さに M8 の地震
発生が予測されているが、これに
備えて 25 秒の猶予時間が期待でき
る EWS（Early Warning System）
というシステムの構築が提言され
ている。また、トルコでは 18）、イ
スタンブール近郊のマルマラ断層
に起きる地震を想定して、8 秒の
猶予時間を創出するための IER-
REWS（Istanbul Earthquake Rapid 
Response and Early Warning Sys-
tem）というシステムが提案されて
いる。
　このように同趣旨のシステムが
各国で開発あるいは運用に供され
ているが、その性能や効果は地域
性や国柄によってさまざまである。
この中でも完備した全国観測網を
ベースにした緻密な解析に基づく
という点で、日本の「速報」システ
ムが抜きんでていると言える。
4   「速報」運用の実態
4─1
「予報」と「警報」
　前述したとおり、日本における
「速報」の発信は、「予報」と「警報」
に区分される。区分は、対象とな
る震度の大きさに基づいているが、
伝達の仕方が異なる結果として発
信先対象が異なる。この違いは、「予
報」と「警報」の基本的な性格にも差
異をもたらす。簡単に言えば、前
者は専門ユーザー向け、後者は一
般向け、であり、それぞれの発信
の仕方は、図表 4 にまとめたとお
りである。
　「警報」は震度 5 弱以上が予測さ
れた場合に、テレビ・ラジオ・携
帯電話などを通じて対象地域の住
民に向けて発信される。2010 年 4
月までの 2 年半に実際に出された
「警報」は 14 回であり、この中には
予測震度 6 弱以上の 3 回（2008 年 6
月岩手・宮城内陸地震、2008 年 7
月岩手県沿岸北部、2009 年 8 月駿
河湾の地震）が含まれる。一方、震
度 5 弱を観測しながら「警報」が出
なかったケースが 5 回あるが、こ
れらはいずれも最大震度 4 と予測
されたためである。「警報」では、
震度分布や猶予時間の情報を省い
て「震央地名と強い揺れの予測され
る地域名」のみが報道される。
　一方、「予報」は、（財）気象業務支
援センターと契約した事業者や個
人に対して、専用端末を介して通
知される。2010 年 4 月までの 2 年
半の発信数は 1391 件と多数にのぼ
るが、これは、M3.5 以上、すなわ
ち比較的小規模の地震と推測され
た場合も発信条件に含まれるから
である。この中で震度 4 以上が観
測されたケースは 90 件にのぼる。
「予報」では、震源情報も通知され
るため、この情報を用いて、より
きめ細かい震度情報へと内容をカ
スタマイズすることも可能である。
ただし、現行では、こうした付加
情報を提供するためには気象庁長
官による許可が必要とされている。
図表 4 で「許可事業者」と表示した
事業者の数は 2010 年現在、50 余
社である。
4─2
「予報」の利用形態
　「予報」の発信先として図表 4 に
は各種の利用分野も挙げた。これ
らの発信先ではいずれも、利用者
がそれぞれの分野のプロフェッ
ショナルとして地震情報を利用す
る場面を想定している。
　3 － 3 節で紹介した「高度即時的
地震情報伝達網実用化プロジェク
ト」では、「予報」の利活用が研究課
題のひとつとされていた。この研
究課題を遂行するため、REIC （NPO
法人「リアルタイム地震情報利用 
協議会」）が設立された。REIC は、
消防防災・防災現場・医療・家庭
内自動制御・発電所や工場・通信・
学校・ダム・FM 文字多重チュー
ナー・LPG 自動遮断・ビル設備、
の 14 分野を取り上げ、それぞれの
現場で防災事業に携わる技術者と
連携して、「予報」の具体的な利活
用方法の開発を進めてきた 19、20）。
　「予報」の利用には、大きくわけ
て二通りの場面が考えられる。ひ
とつは、専用端末からの信号によ
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る自動制御である。例えば、エレ
ベーターの運転には地震動感知制
御が取り入れられているが、それ
にもかかわらず、地震の揺れに起
因する「閉じ込め事故」が一定の割
合で現実に発生してきた。揺れる
前に制御できる可能性のある「予
報」を用いればこの事故件数を減ら
せるだろうという期待は、分かり
易い「予報」の効用のひとつである。
「予報」は震度 3 からの揺れを通報
対象としている。この程度の揺れ
は、通常の生活では問題とならな
いが、建設現場、特にクレーン作
業では、事故を誘発する可能性が
ある。また、精密加工工場やデー
タセンターでは、小さな揺れでも
位置のずれやデータ欠損を引き起
こすことで大きな経済損失に結び
つく可能性がある。こうした意味
で「予報」による自動停止などの制
御が有用性を発揮する場面は決し
て少なくないだろう。
　他方、自動制御がなじまないと
しても、情報としての「予報」が意
味をもつ場面もある。例えば、病
院の手術現場に立ち会う医師らに
とって、まもなく襲来する揺れに
対して事前の通告があることは即
応的な心構えを形成するうえでき
わめて有用であろう。このような
場面は、図表 4 に掲げた分野以外
にも数多く潜在すると想像される。
ここで重要な点は、いずれの場面
においても「予報」の通知対象者は
それぞれの場のプロフェッショナ
ルであるということである。個人
で受信することも可能であるが、
基本的に「予報」では、通知を受け
た側が適切な対応を取れるものと
想定されており、したがって、受
け手にはプロフェッショナルとし
ての意識と感覚が要請される。
4─3
「警報」の効用
　「予報」がプロフェッショナルを
対象としたものであるとすると、
一方の「警報」の対象は一般人であ
る。気象庁のホームページでは、「警
報」を受信した場合の対応の仕方と
して、「家庭では」、「屋外では」・・・
といった 6 つの場面に応じたそれ
ぞれの心得を掲載している 6）。し
かし、咄嗟の状況で場面ごとに異
なる対応を取ることは実際には難
しいと思われる。訓練の成果を期
待できるプロフェッショナルと一
般人を同じに扱うことはできない。
“突然の警報に驚いて、どうしてよ
いか分からず立ちすくんでしま
う”、という状況が少なからず出現
しそうである。解説書 19）などによ
ると、これは一般に望ましくない
図表 4　緊急地震速報の発信形態
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対応とみなされているが、筆者は
必ずしもそうとは思わない。冒頭
で例示した稲光のように、たとえ
立ちすくんでしまうとしても、そ
の瞬間、ある種の心構えが形成さ
れるだろうからである。
　「警報」は、どこか 1 箇所でも震
度 5 弱以上が予測される場合、震
度 4 以上が出るすべての地域に対
して通告される。結果的に、通告
を受ける側の多くの揺れはせいぜ
い震度 4 ということになる。震度
4 では現実的な被害はほとんど発
生しないが、筆者の経験によれば、
その場に出くわした時の心理的な
不安には相当なものがある。不意
に始まった揺れがどこまで大きく
なるかが分からないからである。
このような場面で、もしも地域ご
との最大震度が事前通告されるな
らば、それが心理面に及ぼす効果
は充分に高いと思われる。現在の
「警報」には予測震度に関する情報
が含まれていないが、これを通知
するかどうかは今後の検討課題の
ひとつではないだろうか。
　「警報」を受信する場面の中で最
大の問題となりそうなのは、自動
車の運転時である。これは、一般
人でありながらプロフェッショナ
ルとしての対応が求められる場面
でもある。気象庁は“あわててス
ピードを落とさない”に始まる 3 つ
の心得を提示しているが、遭遇す
る状況は千差万別であり、今後と
も悩ましい問題のひとつである。
5   「速報」の問題点と改善の方向性
5─1
震度と猶予時間の逆進性
　序節で述べたように、「速報」に
は震度が大きいほど猶予時間が短
くなるという逆進性がある。この
ことをグラフを使って解説してみ
よう。図表 2 では、震源距離 30km
の 地 点 に 届 く 第 1 報 の タ イ ム
チャートを表示したが、ここでは
さらに震度も検討に入れて試算を
行う。図表 5 では、地震のマグニ
チュードに応じ、震度 4・5 弱・5 強・
6 弱・6 強となる範囲に対して、Ｓ
波到着時刻と第 1 報発信（グラフ下
部のマスクした部分）との時間関係
を描いた。両者の時間差が猶予時
間である。この計算には、気象庁
が用いる揺れの距離減衰式や震源
域の評価方法などをそのまま使っ
ている。左図は内陸直下型地震の
場合、右図は海溝型地震の場合で、
震源の深さは 10km、最寄り観測
点 ま で の 水 平 距 離 を そ れ ぞ れ
10km、50km とした。なお、地盤
増幅度は 1.0、気象庁の報告に基づ
いて第 1 報発信までに 5.5 秒かか
ると仮定した。
　このグラフから、同じ震度に対
しては、マグニチュードが大きく
なるにつれ、すなわち大きい地震
になるほど猶予時間が延びること
が分かる。一方、マグニチュード
を固定したとき、すなわち発生し
た 1 個の地震に注目すると、震度
が大きい地点ほど猶予時間は短い
という逆進性がある。
　気象庁資料「計測震度と被害等と
の関係」21）によれば、建物損壊な
どの深刻な被害が出るのは計測震
科学技術動向研究センターにて作成
図表 5　震度別のＳ波到着時刻。左図：内陸直下型地震（震源深さ 10km、最寄り点までの水平距離 10km、地盤増幅率 1.0
を仮定）、右図：海溝型地震（同、水平距離 50kmを仮定）。マスクした部分は、第 1報発信までの経過時間を示し、
これよりも上方が猶予時間となる。
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度 5.5 程度、すなわち震度 6 弱か
らである。これは、建築基準法が
改正された 1981 年以前の建物に対
してもあてはまる。例えば、図表
5 の左図で M7.2 の場合、震度 6 弱
で揺れる地域の最外縁にＳ波が到
着するのは発震後 11.6 秒、第 1 報
発信は 8.5 秒後であり、3 秒程度の
猶予時間が生まれることになる。
同じ地震でも震度 4 の地域につい
ては 21.3 秒以後に揺れがくるため、
12 秒以上の猶予時間がある。図表
6 に、2008 年 6 月 14 日に起きた岩
手・宮城内陸地震（M7.2）の実例に
おける猶予時間と震度分布を示す
が、ほぼ図表 5 の計算どおりとなっ
ていることが分かる。
　近年大規模災害をもたらした
1995 年阪神・淡路大震災（M7.3）を
含め、1900 年以降、我が国で 10
人以上の死者を出した地震災害は
36 回を数える。図表 7 は、これを
内陸直下型地震（左図）と海溝型地
震（右図）に分類したときのマグニ
チュード分布を示す（日本海東縁に
起きた地震は海溝型に含めた）。内
陸直下型地震 23 個の平均マグニ
チュードは M7.0 ± 0.2 であり、図
表 5 を見ると、伝達のための遅延
をも考慮した場合、これらの地震
による震度 6 弱以上の揺れに対す
る猶予時間はほとんど無いという
ことになる。したがって、仮にこ
れらの地震で「警報」が出ていたと
しても死者数を減ずるまでの効果
があったかどうかは疑問である。
　一方、海溝型地震 13 個の平均マ
グニチュードは M7.8 ± 0.3 であり、
同じ震度 6 弱以上に対しても場所
によっては 10 秒を超える猶予時間
が生まれる。図表 5 の右図では、
最寄り観測点の震源までの水平距
離を 50km として計算したが、震
源に近い海底に地震計が設置され
ていれば猶予時間はさらに延びる。
図表 8 には、すでに観測が実施さ
れているケーブル式海底地震観測
点の位置を示した。釧路沖、三陸沖、
相模湾、遠州灘、室戸岬沖と全て
太平洋沿岸であり、中でも特に注
目されるのは紀伊半島沖である。
この場所は、近い将来の東南海・
南海地震の震源になると目されて
おり、同図表内の挿入図が示すよ
うに、ここには現在、（独）海洋研究
出典：気象庁7）
図表 6　2008 年岩手・宮城内陸地震（M7.2）の際の「速報」の実例
緊急地震速報（予報）の
第 1報発表から主要動到達までの時間（秒）
岩手県奥州市
－（震度6強）
宮城県栗原市
1秒（震度6強）
宮城県仙台市
16秒（震度5強）
7
6強
6弱
5強
5弱
4
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図表7　1900年以降、10人以上の死者を出し被害地震の個数。左図は内陸直下型地震。右図は海溝型地震（日本海東縁を含む）。
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開発機構によって大規模な海底地
震観測網が整備されつつある 23）。
したがって、このような海溝型地
震に際しては、「警報」の本領が発
揮されるものと期待できる。
5─2
予測手法の課題と改善
　すでに実運用されている「速報」
では、現在もなお改善の努力が続
けられている。改善のポイントは、
予測の精度を上げることである。
　第 1 報は、最寄り観測点で受け
たＰ波信号だけを使って解析した
情報であるが、現行手法では震源
を推定するために、レベル法 5）と
B －Δ法 5）という方法が用いられ
ている。レベル法とは、100 ガル
以上の強い揺れを検知した時点で
情報を出すもので、ほとんど処理
時間を要さないが、震源解析を行
うためには複数観測点の情報が必
要となる。一方、B －Δ法では 1
観測点情報だけから震源解析を行
う。震源解析では、位置、発震時、
マグニチュードと合計 5 個の未知
数があり、1 観測点だけの情報で
これら全てを決めることには基本
的に無理がある。しかし、B －Δ
法では、3 成分の信号から波の到
来方向を定めると同時に、遠い地
震ほど散乱波成分が多くなるとい
う波形の特徴から距離を推測して
震源の位置を決めるといった巧妙
なやり方で不足する情報を補いつ
つ、迅速な震源情報の提供を実現
する。さらに、周りの観測点に未
だ地震波が到着していないという
情報をも活用するテリトリー法 5）、
グリッド・サーチ法 5）、着未着法 24）
などと呼ぶ手法を用いることで、
震源位置に関しては、現時点でも
きわめて短時間に相当の確度を
もった結果を得ることができてい
る。
　これに対して、難しいのはマグ
ニチュードの推定である。通常、
マグニチュード決定には地震波全
体の情報が使われるが、第 1 報で
はＰ波の立ち上がり部分だけで推
測しなければならない。この結果、
予測震度にある程度の誤差、ある
いは不確定さの含まれることが避
け難い。本来のマグニチュードは
地震波全相の最大振幅から決定さ
れるが、「速報」第 1 報のマグニ
チュードの値は、Ｐ波立ち上がり
から 3 秒分の波形のみで算出され
る。断層面のずれ速度を 1m/ 秒と
して単純に考えれば、最大 3m の
ずれ量、すなわち M7.5 までの地震
が評価できる対象となる。また、
破壊の伝播、すなわち断層面の成
長がＳ波速度で進むとすると、最
大 20km の断層長すなわち M7.0 ま
でが正しい評価の範囲となる。こ
のような制約から M7 クラス以上
の大きい地震の速報では、マグニ
チュードの正確な評価が行えない。
第 2 報、第 3 報と地震波の成長に
あわせてマグニチュードの推定値
は更新されていくが、大きい地震
に対して第 1 報のマグニチュード
が過少評価に偏りがちという問題
からは免れ得ない。過去 2 年半の
実績をみても、実際に震度 5 弱以
上が出現した 19 件のうち 5 件で予
測震度が「警報」基準に達しなかっ
た。この問題は「速報」改良におい
て特に重要な課題とみなされてい
る。さまざまな新手法も提案され
ているが、即時性と精度の相反性
という問題は最後まで残る。
　同様に、巨大地震の震源域の把
握も重要な課題のひとつである。
地震の破壊は震源近傍にとどまる
わけではなく、例えば M8 地震の
場合は 100km を超えるスケールの
震源域が破壊されることになり、
震源から遠く離れた地点であって
平成18-21年度の整備計画
△海底観測点
平成22 年度以降の整備予定海域
??????
?
?
?
??
?
日本海東縁
千島海溝
南海
トラ
フ???
?????????????
?
日本海溝
????????
? ? ? ? ?
?
?
????
?? ??
図表 8　想定される海溝型地震とケーブル式海底地震計（◎）。右下図は、
南海トラフ地震に向け、（独）海洋研究開発機構が熊野灘に整備中
の海底地震・津波観測網。
地震調査研究推進本部22）および（独）海洋研究開発機構23）の資料を基に、
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も震源域近傍となって震度 6 クラ
スの揺れに見舞われる可能性が出
てくる。現在の解析手法では、震
源距離の代わりに、マグニチュー
ドに応じた大きさの球面からの距
離を使って近似計算を行っている
が、このやり方では、大きな地震
になるほど実態からのずれが大き
くなる。そこで、震源域を即時把
握するためのいくつかの手法も考
案されている。「速報」の精度向上
の努力は休みなく続けられている
が、地震が大きいほど扱いが難し
く、また、実際の検証の機会が少
ないという研究上の壁が立ちはだ
かっている 25）。
　前述したように、「速報」の真価
が期待されるのは海溝型地震に対
してである。その中でも最大規模
の地震として、次期東南海・南海
地震が主要なターゲットとなるだ
ろう。現在の「速報」は、あらゆる
地震をターゲットとした「汎用速
報」であるが、これとは別に東南海・
南海地震に的を絞った特別な解析
手法や特別な通報形式を前提とし
た「特別速報」といった形を検討す
る必要があるのではないだろうか。
5─3
利用者側から見た考え方
　前述したように、「予報」は専門
的利用者に向けてのサービスであ
る。気象庁長官からの認定を受け
た許可事業者は、気象庁が提供す
る情報を基にして、独自に解析し
た情報を付加することができる。
特に重要な付加情報は、きめ細か
い地盤情報に基づいた予測震度の
精密化である。気象庁提供の予測
震度は、約 10km 角で平均した粗
い地盤情報に基づいているが、実
際の地盤状況は細かい区画ごとに
異なり、場所によっては一軒ごと
に異なるといっても過言でない。
高層ビルの場合は、階層ごとにも
異なるだろう。そこで、「予報」を
配信する会社は、顧客の固有条件
を加味した情報を提供することで、
他社との差別化を図ることが可能
となる。このように、「予報」提供
ビジネスでは、利用者ごとに微妙
に異なる「予報」へのニーズを的確
に汲み取ることが鍵となろう。
　「警報」の発信頻度は、「予報」の
たかだか 1% にすぎない。しかし、
緊急地震速報がこれだけ人口に膾
炙することとなった所以は、「警報」
の発信によるところが大きい。逆
に言えば、「警報」に対する評価が
そのまま「速報」への評価となりが
ちである。そういった意味で運用
開始後の 2 年半の報道をみると、
マスメディアを始め、「速報」開発
の関係者も含めて、“主要動に間に
合ったかどうか”の一点にこだわり
すぎるとの印象を抱かされる。直
前通知が「警報」の最大の売りとさ
れる以上、世評の注目がこの点に
ばかり向いてしまうことにはやむ
を得ない面もある。もちろん、解
析手法やシステムの改良を図るこ
とで猶予時間を引き延ばすことへ
の挑戦は続ける必要がある。しか
し、それも原理的な限界を超える
ことはできない。「警報」発足当初
の物珍しさが落ち着いた今、「警報」
利用への現実的な対処を考える時
期ではないだろうか。例えば、猶
予時間を見込めない直下型地震に
対しては、「警報」が間に合うかど
うかへのこだわりを捨て、むしろ
「警報」のリアルタイム性に目を向
けるべきであろう。これは、「警報」
を地震動感知制御の一環として扱
うことを意味する。地震動感知制
御は「警報」が生まれる以前からさ
まざまな分野で利用されてきたわ
けであるが、「警報」が社会に浸透
しつつある今、「警報による制御」
という新たな利用形態があり得る
のではないだろうか。例えば、テ
レビのデジタル化を利用して、「警
報」に伴う制御信号を各家庭に配給
するといったことも考えられる。
　一方、「予報」や「警報」の汎用的
利用にはなじまない分野も存在す
る。その極端な一例が原子炉であ
る。原子炉にはすでに地震動感知
制御が導入されているが、ここに
「予報あるいは警報による制御」を
組み込むことは、少なくとも現時
点では問題が多すぎる。この場合
はむしろ、「速報」の考え方に基づ
いて原子炉側が自前の制御システ
ムを構築することが望まれる。す
なわち、現在の地震動感知制御の
ための地震計を炉の遠隔地に設置
することである。実際に、炉を取
り囲む地震計網を敷設し、さらに
は数千 m の深さを持つ井戸底に地
震計を設置して、制御棒を挿入す
るための 2 秒前後の猶予時間を稼
ごうという構想が、すでに具体化
されつつある。
5─4
津波警報改良という波及効果
　「速報」開発の波及効果として、
津波警報の改良が進むことが期待
される。1952 年の気象業務法に基
づいて発足した津波警報は、1980
年のコンピューター化によって実
質的な警報のレベルに到達した。
しかしその後に起きた 1983 年日本
海中部地震（M7.7）、1993 年北海道
南西沖地震（M7.8）では、いずれも
沿岸部住民への警報が間に合わず、
死者・行方不明者がそれぞれ 100
名と 259 名に達した。日本海側で
は震源位置が海岸に近いため、地
震発生後津波の襲来までの時間が
短く、日本海中部で最速 7 分、北
海道南西沖では同 3 分であった 26）。
しかし短いとはいえ分のオーダー
であり、「速報」が秒単位の猶予時
間を問題にしていることに比較す
れば、技術課題のしきいは低い。
データ受信・解析・通信の確実性
も含め、「速報」の迅速化に関わる
改良の効果は、津波警報の迅速化
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を促すものであり、その方向での 改良が進んでいる。
6   まとめ
　「速報」が世に出た時点では、こ
れをひとつのビジネスチャンスと
とらえる動きがあった。ところが
今では、“緊急地震速報提供サービ
ス事業から撤退する企業が多く・・・
防災に手を出すとリスクが大きい
ということが教訓として残ってし
まっています”という分析さえなさ
れている 27）。一方で、「速報」は、
地震研究が直接、生活に関わって
“役に立つ”成果を示し得た数少な
い事例のひとつとして社会から歓
迎され、日常生活の中に浸透しつ
つあることも事実である。「速報」
ビジネスが、ビジネスとして成り
立つかどうかの分かれ目は、「速報」
の実態が少しずつ明らかになって
きたこれからが正念場と言えよう。
実際、直下の地震に対しては間に
合わないという「速報」の弱点を逆
手にとって、専用端末に地震計を
組み込んだシステムなども開発さ
れ、市販化されている。
　同じ意味で、「速報」には今後の
地震防災対策の本命といわんばか
りの期待がかけられているが 28）、
期待ばかりが先行してしまうこと
が懸念される。こうした期待はや
やもすれば過大に陥り易く、実態
との間に大きな隔たりが生じてし
まう、ということがこれまでの防
災対策の常でもあったからである。
開発当初の期待が膨らむのはある
意味当然であるが、運用がある程
度進展した時点では、実績を踏ま
え、「速報」の持つ意味とその限界
を弁えた上での現実的な対応へと
進化していく必要がある。以下に
は、「速報」の現実的な位置付けを
どこに見るべきかという趣意のも
とに、本稿に掲げた筆者の主な論
点と提言をまとめた。
① 「警報」と「予報」は、対象となる
予測震度の範囲が異なるだけで
あるが、一般人か専門ユーザー
かという発信先の違いがそれぞ
れの情報の性格、効果、利用形
態に大きな差を生み出す。「速報」
を論じる際には、両者を分けて
考える必要がある。
② 「速報」には揺れが大きいほど猶
予時間が短くなるという逆進性
がある。実際の場面では、「警報」
によって震度 4 の揺れに対し余
裕をもって対処できた、という
経験が大部分となり、これが確
実に約束された効果という印象
となって定着してしまうことに
懸念を感じる。
③  2 年半の実績ではまだ「速報」の
本領が発揮されるべき場面が出
現していない。今後の経験を重
ねていく中で、それぞれの場に
おける利用者が、「速報」の性格
と限界を弁えた上で、もっとも
効果的な利用方法を学習してい
く必要がある。また、「速報」の
受信者が経験を積んで学習を深
めていく上で震度情報がもたら
す意義は大きい。現在の「警報」
では震度情報が省かれている
が、伝え方の工夫も含め、予測
震度分布情報を発信することが
望まれる。
④ 死傷者を出すといった深刻な被
害は、概ね震度 6 弱以上で発生
する。例外はあるものの、内陸
直下型地震の場合、この大きさ
の揺れに対して「速報」は間に合
わない。他方、海溝型地震の場
合は、10 数秒以上の猶予時間を
生む可能性がある。特に期待さ
れるのは、海底地震観測網が整
備されつつある次期東南海・南
海地震に対してである。これら
に特化した特別速報を開発する
意義があるのではないだろうか。
⑤ 海溝型巨大地震の場合は、近辺
だけではなく遠方の沖積平野や
堆積盆地、特に関東平野におけ
る長周期地震動が問題となる。
長周期地震動がもたらす災害の
研究はまだ緒に就いたばかりで
あるが、この場合、数十秒の猶
予時間をもたらす「速報」には大
きな減災効果が期待できる。
⑥ マスメディアや速報開発関係者
は、「警報」が揺れの到着前に間
に合ったかどうかということに
こだわりすぎる。たとえ間に合
わない場合でも、地震とほぼ同
時に発信するという「警報」のリ
アルタイム性に注目すべきであ
る。現在の「警報」には自動制御
という考え方はないが、内陸直
下型地震の強い揺れに間に合わ
ないという「警報」の弱点を補完
する意味で、将来的には「警報に
よる制御」という考え方を取り入
れることも必要ではないだろう
か。
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